
標値
1

実　績 0 0 －－－成　果（効果･予測）

低所得者・子育て世帯への販売により、経済的負担の軽 名称 単位
減を図ります。 活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

対象者の抽出条件等が複雑であることに加え、市独自の 標 予　定指標値
判断で運用する点が多いため、申請内容の審査・販売に 3

実　績 －－－関して一定のルールを設けて、市民の混乱を招かないよ

うに注意する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 － 29年度 － 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

ホームページや広報やまと、タウン誌などを活用して、購入対象者や大和市内の店舗に広く周知することで

、より多くの方々に本事業を利用してもらえるよう努めます。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
43359

一般会計

事務事業名 プレミアム付商品券発行事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

政策部 プレミアム付商品券事業担プレミアム付商品券事業係 猪狩　哲弥

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 生活の安全性を高める

めざす成果 安心して消費生活を送っている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成30年度 令和02年度 3年

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

・平成31年1月1日に大和市の住民基本台帳に記録されて 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
　おり、住民税が非課税の方（生活保護受給者等を除 事業費 0 0 0

　く）／・3歳半未満の子が属する子育て世帯の世帯主 人件費 0 2,965 31,716

目　的 総事業費 0 2,965 31,716

消費税・地方消費税率引き上げが与える影響を緩和する 31年度事業費（予算額）財源内訳
とともに、地域における消費喚起、経済の活性化を図り 国支出金 0

ます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・非課税対象と思われる方に申請書を送付。 その他 0

・必要事項を記入し、市へ返送。 一般財源 0

・申請書の審査後、子育て世帯とともに購入引換券を 合　計 0

　送付。 ３.活動内容
・１０月より購入引換券をお持ちの方にプレミアム付 名称 販売セット数 単位 ｾｯﾄ
　商品券を販売。 活

内容説明 商品券の販売セット数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 0 0 200,000指


